
構造改革特別区域計画

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称

愛知県

２ 構造改革特別区域の名称

あいち新たな農業・関連産業人づくり特区

３ 構造改革特別区域の範囲

愛知県の全域

４ 構造改革特別区域の特性

（１）愛知県は農業産出額が全国第５位に位置し、野菜・果樹・花き類の園芸作物を中心

に全国一の栽培品目を多く持つ農業生産の盛んな県であるため、農業法人及び農業を

補完する農業生産資材製造・販売企業や農協営農指導員などの農業関連産業から農業

に関する総合的・実践的な知識・技術を持つ人材労働力への需要があり、今後、農業

経営の法人化が進展すれば新たな労働力需要も見込まれる。

（２）本県は 「愛知県農林業振興施設条例」により県中央部の岡崎市に、農業後継者及、

び農村地域の指導者として必要な農業に関する知識及び技術並びに指導力を修得させ

るため また 農業者等に農業に関する知識を普及するため 愛知県立農業大学校 教、 、 、 （

育部農学科、研修部）を設置している。

過去５年間の平均において、入学者数は定員１００名の８４％で内農家子弟以外の

割合は３７％で増加傾向にある。卒業時点における学生進路は、即時就農・農業研修

３８％、就職４１％（うち１４％は将来就農を前提として一時的に就職する者 、進）

学２１％で、農業研修が減少し就職が増加する傾向にあり進路は多様化しつつある。

５ 構造改革特別区域計画の意義

（１）農業法人及び農業を補完する農業生産資材製造・販売企業や農協営農指導員などの

農業関連産業は、農業に関する総合的・実践的な知識・技術を持ち即戦力となる人材

労働力を求めており、農業生産や食料に関する知識と技術を実践の中で学んでいる愛

知県立農業大学校の卒業生は、有用な人材と考えられている。一方、同校には農業法

人や農業関連産業への就農、就職を希望する学生も多く、本県農業を支える農業・関

連産業人を育てるために、新たに労働力の需要供給の円滑な調整をすすめることが必

要となっている。

（２）特区認定により、農業大学校で従来できなかった無料職業紹介事業による農業関連

産業等への求人問い合わせ、人材の斡旋等が実施でき、農業関連産業等へは適正な人

材の供給、学生にとっては希望に沿った就職先の斡旋が可能となる。



（３）農業大学校で職業紹介を行うことにより、大学校の魅力が増え入学者の増加が期待

でき、また学生が目標意識を明確に持つことにより教育効果が上がり、将来の就農者

や農業指導者等の増加が期待できる。

（４）新たな人材供給体制の取り組みを通じて農業大学校と企業・地域との連携が強化さ

れ、地域農業の発展、関連産業活動の活性化、及び若者の雇用促進が期待される。

６ 構造改革特別区域計画の目標

本県では、平成１１年１月に「あいち農林水産業ビジョン２０１０ －ゆとりと活力あ

る農林水産業の確立に向けて－」を策定し 「魅力とやりがいのある農業の実現」を実現、

するために 多様な担い手の育成と農業団体等の活性化 の方策として 農業大学校を 若「 」 、 「

者に夢と希望を抱かせる学園 「開かれた農業大学校」とすべく教育体制、組織、施設」、

などの総合整備を進めてきた。

今回の特区認定により、農業大学校学生に対し適切な就農・就職斡旋が実施できること

により 「若者に夢と希望を抱かせる学園」としてさらに一歩前進することができ、農業、

大学校の魅力が高まることによる入学者の増加及び資質の向上等を通じて本県における新

規就農者の増加と農業関連産業の活性化を目指す。

さらに、本県での取り組みがモデルとなり、全国に設置されている農業大学校において

同様の取り組みが促進されることによって、規制の特例措置の効果が全国的に波及するこ

ととなり 「農業を支える人づくり」における構造改革に資する。、

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果

農業大学校学生に対し適切な就農・就職斡旋が実施できることにより、構造改革特別区

域に及ぼす経済的社会的効果としての短期的な目標として以下の数値の達成を目指す。

①農業大学校教育部農学科入学者数１００名（定員１００％）の確保

②就職希望学生の農業法人・農業関連産業への就職１００％決定

これらの短期目標の達成によって、農業生産や食料に関する知識と技術を実践の中で学

び総合的な実践力を持った人材がより多く育成され、就農及び関連産業に就職することに

より、地域の農業生産活動や農業関連産業活動が活性化され、構造改革特別区域に及ぼす

経済的社会的効果としての長期的な目標として「あいち農林水産業ビジョン２０１０」で

目指している「魅力とやりがいのある農業の実現」における以下の数値目標の達成につな

がるものである。

①新規就農者数２００名／年の確保

②優れた経営体７，０００戸の確保

８ 特定事業の名称

農業者研修教育施設の長による無料職業紹介事業（番号９０５）



９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項

「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法 （平成７年法律第」

２号）に基づき、県は愛知県青年等就農促進方針を定め、青年農業者等育成センターな

どの関係団体と連携し①青年等の作成する就農計画の認定、②新規就農希望者に対する

農業技術、経営に関する相談活動の実施、③団体を通じた就農支援資金の貸付、④就農

支援に関する調査、広報活動など新規就農者の育成確保に努めている。

また、農業大学校及び農林水産事務所農業改良普及課（地域農業改良普及センター）

では、平成１５年度から農業者の生涯教育研修および一般県民の農業理解を促進する研

修体系を再編整備し新たに開始した。これらの研修事業を通じて、職業選択期にある高

校生の農業理解の促進、新規就農者の発展段階に応じた能力向上、他産業からのＵター

ン就農者、新規参入者の短期経営基礎能力形成、および一般県民・児童の食と農に対す

る理解を深めることに努める。

これらの事業により農業を支える人づくりを総合的に推進する。

（１）就農サポートシステム総合整備事業

新規就農希望者に対する相談活動を通じて、認定就農者（作成した就農計画が知事

認定された者）となるよう指導・助言し、技術修得のための研修や経営開始に必要な

施設装備等については無利子の就農支援資金貸付でサポートする。

（２）農業者生涯教育研修

農業大学校において、農業者を対象に経営改善に関する知識・技術・技能を修得さ

せるため県内共通の課題について、農業者の発展段階に応じた生涯教育研修を実施す

る。

（３）農業機械研修

農業大学校において、農業者等を対象に農業機械に関する知識・技術・技能を修得

させるため発展段階に応じた生涯教育研修を実施する。

（４）地域農業者研修

農業改良普及課において、農業者を対象に経営改善に関する知識・技術・技能を修

得させるため地域特有の課題について、農業者の発展段階に応じた生涯教育研修を実

施する。

（５）農業理解研修

農業大学校において、県民を対象に、食料・農業・農村に対する理解と関心を深め

るための研修を実施する。



別紙

１ 特定事業の名称

９０５ 農業者研修教育施設の長による無料職業紹介事業

２ 当該規制の特別措置の適用を受けようとする者

愛知県立農業大学校

３ 当該規制の特別措置の適用の開始の日

構造改革特別区域計画の認定を受け、厚生労働大臣に無料職業紹介事業の実施を届け

出た日

４ 特定事業の内容

愛知県立農業大学校長が、同校の学生・研修生及び同校を卒業した者に対し就農又は

、 。就職先として 主として県内の農業法人及び農業関連産業への無料職業紹介を実施する

職業紹介の体制については、進路指導担当者において企業等からの求人情報の収集、

管理を行い、各専攻の学生指導担当等と連携を取り、学生の進路希望に添った職業紹介

が出来るよう大学校全体での体制づくりに努める。

職業紹介の実施期間は、農業研修教育施設の長による無料職業紹介事業に係る規制の

特例措置が適用される日以降、愛知県立農業大学校長が必要と認める期間とする。

５ 当該規制の特例措置の内容

（１）規制の特例措置の必要性

ア 農業関係労働力の需要供給調整の必要性

（ ） 、 、愛知県における平成１４年度の新規就農者 ４０歳未満 は 新規学卒者８０人

Ｕターン青年９４人、及び農外からの新規参入者２人の合計１７６人であり、平成

５年度の１０９人を底に増加傾向にあるものの 「あいち農林水産業ビジョン２０、

１０」で目標とする経営体７，０００戸の後継者充足に必要な毎年２００人には達

しておらず、本県農業を将来にわたって維持発展させることは困難な状況にある。

また、愛知県立農業大学校の卒業時点における学生進路は、過去５年間平均にお

いて即時就農・農業研修３８％、就職４１％（うち１４％は将来就農を前提に一時

的に就職する者 、進学２１％で、卒業生の多くが農業経営者として自立すること）

を目標としているが、卒業時点では一時的に農業関連産業等に就職し、企業におけ

る経営感覚や情報、技術、人脈などを求めるケースが増えており、また、農家子弟

以外の学生では、就農意欲はあるものの経験や資金的な問題から農業法人へ就職し

実績を積んだ後、自営を希望するケースや、農業関連産業に就職し産業人として農

業に関わり合って行きたいというケースなどがあり、進路が多様化する中で学生と

本県農業の将来につながる職業紹介の必要性が高まっている。



これらの状況から、愛知県内は「その設定する特区が農業及び農業に関連する産

業に係る労働力の需要動向に照らして、その需要供給の円滑な調整に資することが

必要な地域に該当するもの」と認められる。

イ 農業大学校の農業改良助長法上の位置づけ

愛知県立農業大学校は、農業改良助長法第１４条第１項第５号に規定された協同

農業普及事業を実施する農業者研修教育施設であるため、特例措置の内容１の「農

業改良助長法第１４条第１項第５号の事業の遂行のために設置する農業者研修教育

施設であること 」に合致する。。

ウ 農業大学校の入学資格

、 「 （ ）愛知県立農業大学校は 入学資格を 学校教育法 昭和二十二年法律第二十六号

による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力を有

すると知事が認める者であつて二十五歳以下のもの」としているため、特例措置の

内容２の「その教育施設の学生が、学校教育法による高等学校若しくは中等教育学

校を卒業した者若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した又は文部科

学大臣の定めるところによりこれと同等以上の学力があると認められた者であるこ

と 」に合致する。。

（２）構造改革特別区域計画認定後の手続き

この構造改革特別区域計画が内閣総理大臣から認定を受けた後、愛知県立農業大学

校長は、速やかに、厚生労働大臣に対し無料職業紹介事業の実施の届出を行うものと

する。


